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１． 18年 3月期の連結業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月 31日） 

（１）連結経営成績                                （注）百万円未満切捨表示 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円     ％      百万円     ％      百万円     ％ 

18年 3月期 ４７１，９４５（   １．８）   ７，８７５（△１５．３）   ９，２４４（  ０．４）

17年 3月期 ４６３，７７４（ △４．２）    ９，２９７（ ２４．５）   ９，２０３（ ２４．３）

 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本 売 上 高 

 
当 期 純 利 益 

当期純利益 当たり当期純利益         当期純利益率 経常利益率 経常利益率

    百万円    ％  円  銭    円  銭     ％      ％     ％

18年 3月期 ４，５４６（２８０．８）  26.40        －   ２．６    １．６   ２．０

17年 3月期 １，１９３（△６３．４）      6.57       －   ０．７    １．５   ２．０

 （注）①持分法投資損益     18 年 3月期  1,558百万円  17年 3月期   238 百万円  

    ②期中平均株式数（連結） 18年 3月期 169,422,480 株  17年 3月期 169,580,359株  

    ③会計処理の方法の変更  有 

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 

   総 資 産   株 主 資 本   株主資本比率 １株当たり株主資本 

      百万円      百万円        ％     円  銭 

18年 3月期  ５７７，７８２  １８５，０９９     ３２．０ １，０９１．１１ 

17年 3月期  ５９３，１５４  １７０，５４８     ２８．８ １，００６．０３ 

 （注）期末発行済株式数（連結） 18年 3月期 169,550,544 株 17年 3月期 169,419,761 株  

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 

営 業活動による          投 資 活動による          財 務 活動による          現金及び現金同等物 
 

キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ 期 末 残 高          

      百万円      百万円      百万円      百万円 

18年 3月期  △２１，１７０    △１２，２７８    １，６１７   ２７，８２１ 

17年 3月期    ３１，０４３   △６，３９２    ２，６８６   ５９，５１５ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 6社  持分法適用非連結子会社数 5社  持分法適用関連会社数 3社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規）－社 （除外）－社  持分法（新規）－社 （除外）－社 

 

２． 19年 3月期の連結業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月 31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益        

        百万円        百万円        百万円 

 中 間 期    ２１０，０００     △２，５００     △１，８００ 

 通   期    ５００，０００     １１，０００      ５，０００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 29円 49銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、

添付資料の４ページを参照してください。 
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企業集団の状況 
 当社グループは、当社、子会社１８社及び関連会社７社で構成され、建設事業及び開発事業等を主な事業の内容

としております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとおりであ

ります。なお、次の２部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 
［建 設 事 業      ］ 
  当社は総合建設業を営んでおり、子会社である光が丘興産（株）、フジミビルサービス（株）、（株）ミヤマ工業

及び関連会社の前田道路（株）に施工する工事の一部及び資材納入等を発注しており、東洋建設（株）とは業務

提携及び共同で海外事業領域の拡大等を図っております。 
［その他の事業］ 
  当社は不動産開発事業等を営んでおり、子会社である正友地所（株）が不動産の販売及び賃貸事業を、（株）前

田製作所が建設機械の製造・販売・レンタルを、フジミ工研（株）がコンクリート二次製品の製造・販売を行っ

ております。また、関連会社の（株）光邦は印刷業を営んでおります。 
   
  事業の系統図は次のとおりであります。 

得      意      先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工
事
施
工 

 
 
 
                       資機材製造販売他 

 
 
                       工事施工 
 
 
 
 
 
 
  （注）１．無印は連結子会社６社、※１は非連結子会社で持分法適用会社５社、※２は非連結子会社で持分法 
       非適用会社７社、※３は関連会社で持分法適用会社３社、※４は関連会社で持分法非適用会社４社 
       である。       
     ２．光が丘興産（株）、フジミビルサービス（株）の２社については建設事業の他に、一部その他の事業 

を営んでいる。 
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  ［建 設 事 業］ 
（子  会  社） 
 光が丘興産（株） 
 フジミビルサービス（株） 
 （株）ミヤマ工業 
 その他３社   ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 前田道路（株）※３ 
 東洋建設（株）※３ 
 その他２社  ※４ 

工
事
施
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  ［そ の 他 の 事 業］ 
（子  会  社） 
 （株）前田製作所 
 フジミ工研（株） 
 正友地所（株） 
 その他９社 ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 （株）光邦 ※３ 
 その他２社 ※４ 
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関係会社の状況 
 

名 称 住 所 資本金
主要な事業 
の 内 容 

議決権の
所有割合

関 係 内 容 摘要

（連 結 子 会 社）  百万円  ％   

 ㈱ 前 田 製 作 所          長野県長野市        3,160 その他の事業
   50.7 
 (  8.4) 

当社は建設用機械等を購
入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１
※２

 光 が 丘 興 産 ㈱          東京都千代田区 1,054
建設事業、 
その他の事業

   42.6 
 (  0.8) 

当社は建設用資機材を購
入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１
※３

 フ ジ ミ 工 研 ㈱          東京都千代田区 250 その他の事業
   75.0 
 (   －) 

当社は建設用資材を購入し
ている。 
役員の兼任等…… 無 

  

 フジミビルサービス㈱ 東京都千代田区 100
建設事業、 
その他の事業

  100.0 
 ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社施設のビル管
理等を行っている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 正 友 地 所 ㈱          東京都千代田区 50 その他の事業
  100.0 
 (  3.6) 

当社グループのプロパティ
マネジメントを行ってい
る。 
役員の兼任等…… 有 

  

 ㈱ ミ ヤ マ 工 業          東京都千代田区 25 建 設 事 業      
  100.0 
 ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

(持分法適用関連会社)  百万円  ％   

 前 田 道 路 ㈱           東京都品川区        19,350
建設事業、 
その他の事業

   24.1 
 (  0.0) 

当社より舗装工事等の建設
工事を受注している。 
役員の兼任等…… 無 

※２

 東 洋 建 設 ㈱  大阪市中央区 10,683 建設事業 
   20.2 
 (  －) 

当社と業務提携を行い、共
同で海外事業領域の拡大等
を図っている。 
役員の兼任等…… 無 

※２

 ㈱   光   邦 東京都千代田区 100 その他の事業
   40.7 
 ( 15.0) 

当社より印刷、製本等を受
注している。 
役員の兼任等…… 有 

 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
   ２．※１：特定子会社に該当する。 
   ３．※２：有価証券報告書を提出している。なお、㈱前田製作所は株式をジャスダック証券取引所に上場 

し、前田道路㈱は株式を東京証券取引所市場第一部に上場し、東洋建設㈱は株式を東京証券取 
引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場している。 

   ４．※３：持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

   ５．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 
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経 営 方 針 
１．会社の経営の基本方針 
  当社は、創業以来「誠実」「意欲」「技術」を社是とし、「良い仕事をして顧客の信頼を得る」を創業理念として、 
品質至上と顧客最優先のもと、顧客と地域社会に信頼感・安心感・満足感を与える品質を提供することを経営の

基本方針としております。また、事業を通して常に社会に意義ある貢献をするため、「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」、

「ＭＡＥＤＡ行動規範」を定め、株主・投資家に理解と共感を得る開かれた経営を目指しております。 
 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
  株主の皆様に長期的な安定配当を維持するとともに、将来の事業展開に備えるための内部留保の充実に努め、

業績動向等も勘案の上、利益配分を行うことを基本方針としております。なお、会社法施行により配当の回数制

限がなくなりましたが、当社においては、従来通りとし、特段の変更を予定しておりません。 
 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
  投資単位の引下げは、当社株式の流動性を高め、投資家層の拡大を図るための有効な手法と認識しております

が、今後の市場の動向等も考慮しながら適宜検討してまいります。 
 
４．中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標 
当社は、平成１６年度を初年度とする第３次中期経営計画を策定し、以下の項目を重点施策として掲げ、グル

ープワイドでの収益力向上に取り組んでおります。なお、中期的な業績目標としましては、平成１８年度の計画

最終年度に当社単体での営業利益100億円以上の達成を目標としております。 
（１）価格競争力の向上 

新しい生産システムの構築、総経費の圧縮や営業支援・施工支援体制の再構築などにより、価格競争力の向 

上を図る。 

（２）ソリューション機能の強化 

エンジニアリング力を徹底強化することにより、顧客の抱える問題に対する解決能力を高め、エンジニアリ 

ング企業になる。 

（３）ブランド力の向上 

信用力（財務力）を堅持し、品質強化や安全強化体制の構築、広報・ＩＲ活動への取り組みをさらに強化す 

ることにより、顧客に選ばれるブランドを有する企業になる。 

（４）新規市場の開拓 

リテール事業、ＩＴソリューション事業の拡大や新規事業の創出の活性化と絞り込みにより、グループの利 

益ある成長に貢献するイノベーションを創出する。 

（５）グループ経営体制の再構築 

   関係会社の事業領域の見直しや効率化を行うとともに、東洋建設との提携強化を図りながら、グループ全体 

の収益力強化を高める体制づくりを推進する。 

   

５．会社の対処すべき課題 

  当社は、「第３次中期経営計画」の諸施策である価格競争力やブランド力の向上などに努めるとともに、総

合評価方式による入札の拡大が受注機会を高める好機と捉え、営業活動への取り組みを一層強化いたします。

また、お客さまから「信頼を得る」ことを当社の社会的使命の基本と考え、「技術力」「環境力」「品質力」「財

務力」「新規力」それぞれの力を総合し、グループワイドでの収益力向上に全力を尽くしてまいります。これ

らの活動を通じて、社会や顧客に信頼される企業として、更なる社業の発展に努力を重ねる所存でございます。 

 

６．親会社等に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

７．その他、会社の経営上の重要な事項 

  該当事項はありません。 
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経営成績及び財政状態 
１． 経営成績 
（１）当期の業績全般の概況 

当期におけるわが国経済は、輸出の増加や在庫調整の一巡などを背景に企業の業績が改善し、設備投資は着

実な増加傾向を辿り、雇用環境の好転と所得の増加により個人消費も底堅さを増すなど、景気は総じて回復基

調にありました。 
建設業界におきましては、公共投資は依然として減少基調にありましたが、民間建設投資は住宅建設投資が

堅調に推移するとともに、店舗、事務所などの非住宅建設投資が引き続き増加するなど、建設投資全体では縮

小傾向に歯止めがかかりました。 
このような情勢のもと、当社は、重点施策であるソリューション機能の強化が実を結び、教育・商業施設の

受注が増加し、ＰＦＩ事業におきましても東大阪市での消防署庁舎整備事業を受注するなど、着実に実績を積

み重ねてまいりました。また、コンプライアンス強化の一環として、新たに「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」を制

定するとともに、平成17年９月には従来の「環境報告書」をＣＳＲへの取り組みを重点的に記載した内容へと

改訂し、業界初となる「ＣＳＲ報告書」として発行いたしました。 
  当期の業績につきましては、以下のとおりになりました。 
①売上について 
  当期の連結ベースの売上高は、前期比１．８％増の４，７１９億円余となり、当社単体での売上高（完 
成工事高）は、前期比１．２％増の４，２３２億円余となりました。 
②利益について 

    当期の連結ベースの利益は、経常利益が９２億円余、当期純利益が４５億円余となり、当社単体での営業 

利益は６５億円余、経常利益は７０億円余となりました。また、当期純利益につきましては、当期に発生し

た台湾における陥没事故の復旧費用として４２億円余を特別損失に計上することなどにより、２１億円余と

なりました。 
  ③株主配当金について 

当期の株主配当金につきましては、当初予定通り、前期同様に１株につき９円とさせていただく予定です。 
（２）当期のセグメント別の概況 
  ①建設事業について 
    建設事業は、当社が大半を占めており、当社を中心に積極的な営業活動を展開してまいりました結果、売 

上高は前期比２．８％増の４，３０７億円余となり、営業利益につきましては７７億円余となりました。 
  ②その他の事業について 

その他の事業は、建設事業に関連する事業を中心にサービス業まで幅広く展開しておりますが、売上高は 
前期比８．２％減の４１２億円余となり、営業利益につきましては９億円余となりました。 

（３）次期の業績全般の見通し 
今後の見通しにつきましては、原油価格の高騰や金利上昇の影響が企業収益の悪化要因となる懸念はあるも

のの、民間設備投資や個人消費が堅調に推移するものと見込まれ、景気は好調を持続することが予想されます。 
   建設業界におきましては、公共投資は財政的制約から縮減が続き同業他社との競争激化も予測されますが、

民間建設投資は引き続き増加が期待され、受注環境は民間主導で底堅く推移するものと見込まれます。 
   次期の業績予想につきましては、以下のとおり見込んでおります。 
①受注について 

    次期の当社単体での受注高につきましては、建築工事が２，６００億円、土木工事が１，８００億円、 
合計で４，４００億円を見込んでおります。 
②売上について 

    次期の連結ベースの売上高は、５，０００億円を見込んでおります。当社単体での売上高（完成工事高）

につきましては、建築工事が２，７５０億円、土木工事が１，７５０億円、合計で４，５００億円を見込ん

でおります。 
③利益について 

    次期の連結ベースの利益は、経常利益が１１０億円、当期純利益は５０億円を見込んでおります。 
④株主配当金について 

    次期の株主配当金につきましては、当期同様に１株につき９円を予定しております。 
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２． 財政状態 
（１）当期の概況 
    当期連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、民間建築工事の増加に伴い、売上債権及び工事立

替金が２９６億円余増加したことなどにより、△２１１億円余となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、情報化投資及び有価証券投資などにより、△１２２億円余となりました。財務活動によるキャッシュ・

フローは、長期資金を調達したことなどにより、１６億円余となりました。以上の結果、現金及び現金同等物

の当期残高は、前期に比べ３１６億円余減少し、期末残高は２７８億円余となりました。 

（２）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

    平成15年 3月期 平成16年 3月期 平成17年 3月期 平成18年度3月期

株主資本比率（％）     ２４．９     ２８．５     ２８．８     ３２．０ 
時価ベースの株主資本比率（％）     １０．１     １４．７     １７．６     ２０．７ 
債務償還年数（年） －     ４７．６      ３．３        － 
インタレスト・カバレッジ・レシオ －      １．５     ２３．０        － 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

いる。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

している。また、利払いについは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 
 
３． 事業等のリスク 
以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項 
を記載しておりますが、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社

の事業活動を理解する上で重要とリスク管理委員会が判断した事項については、投資者に対する積極的な情報開

示の観点から記載しております。 
 また、当社グループにおいては、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合

の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せ

て、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載は当連結会計年度末（平成 18
年３月 31 日）現在において判断したもので、当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありま
せんので、この点にも留意する必要があります。 
（１）災害に伴うリスク 
   施工中の災害については未然に防止するように万全を期しておりますが、天災や想定条件外の原因により、

災害が発生した場合には、工期に影響を及ぼすとともに、追加費用の発生等で業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
（２）法的規制のリスク 
   当社グループの事業は、建設業法、建築基準法、国土利用計画法、都市計画法、独占禁止法、廃棄物処理法、

建設リサイクル法、労働安全衛生法、品質確保法、個人情報保護法、会社法等により法的な規制を受けており

ます。これらの法律の改廃、法的規則の新設、適用基準の変更等により、業績、事業運営等に影響を及ぼす可

能性があります。また、法令遵守を含めたコンプライアンス体制の充実を図っておりますが、内部統制機能が

充分に働かずに公正取引の確保や環境汚染等の法令違反が万が一発生した場合には、営業活動が予定通り実行

できなくなることもあり、その際は業績に影響を及ぼす可能性があります。 
（３）製品の欠陥リスク 
   製品の品質管理には万全を期しておりますが、万が一欠陥が発生した場合には顧客に対する信頼を失うとと

もに、瑕疵担保責任及び製造物責任により損害賠償が生じることもあり、その際には業績に影響を及ぼす可能

性があります。 
（４）経済・財政状況の変化に伴うリスク 
   当社グループの売上の大半を占めているのは完成工事高であります。完成工事高のうち、公共工事において

は国及び地方公共団体等における財政状況が引き続き厳しいなか、予想を上回る一層の公共工事の削減が行わ

れた場合、民間工事においては国内外の経済情勢の変化に伴い、企業の設備投資計画の縮小・延期等が行われ
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た場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、土地等の資産を保有しているため、地価等の急激

な変動により、減損の必要性が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
（５）信用リスク 
   施工済みの工事代金を受領する前に発注者が法的倒産等に陥った場合には、未受領の工事代金の全額回収が

不可能となり、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、施工中に協力会社が法的倒産等に陥った場合に

は、工期に影響を及ぼすとともに、予定外の費用が発生し、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
（６）情報管理及び情報システムのリスク 
   事業活動を行う過程で顧客の機密情報のセキュリティについては細心の注意を払っておりますが、万が一保

護すべき情報が漏洩した場合には、社会からの信頼を失墜するとともに、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、業務の効率性及び正確性の確保のために情報システムの充実を図っておりますが、想定外の不正な

情報システム技術の進展に十分対応できない場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
（７）海外事業に伴うリスク 
   海外での工事においては、予期しない法律、規制、政策の変更、テロ、紛争、伝染病等が発生した場合や、

経済情勢の変化に伴う工事の縮小・延期等が行われた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、

外貨建ての資産・負債を有しているため、為替レートの変動により為替差損が発生した場合は業績に影響を及

ぼす可能性があります。 
（８）資材調達のリスク 
   原材料等の価格が高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
（９）新規事業展開のリスク 
   当社グループは充分な検討を重ねた上で、新規事業への展開を図っておりますが、予期せぬ経済情勢の変化、

あるいはマーケットの急激な変化等により、事業展開が予定通りに実行できない場合には、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
（10）金融リスク 
   当社は保守的な評価方法である部分資本直入法を採用しているため、金融市場において、予期せぬ経済情勢

の変化あるいはマーケットの急激な変化等により、金利または株価が大幅に変動した場合には、業績に影響を

及ぼす可能性があります。 
（11）偶発債務のリスク 
   関係会社等の借入金、工事入札・工事履行、ファイナンス・リース、デベロッパーに対するマンション売買

契約手付金等に対し保証債務を行っているため、これら関係会社等の債務不履行が発生した場合には、保証債

務を履行することにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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連結財務諸表等 
比較連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 

（ 平成18年 3月 31日現在 ）

前連結会計年度 

（平成17年 3月 31日現在） 
増  減 

        期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

【資 産 の 部】 【５７７，７８２】 【100.0】 【５９３，１５４】 【100.0】 【 △１５，３７１】

［流 動 資 産        ］ ［３７５，１６７］ ［ 64.9］ ［４１２，６１８］ ［ 69.6］ ［ △３７，４５１］

 現 金 預 金             ２８，７９０    ５９，７８９    △３０，９９９ 

 受取手形・完成工事未収入金等  １３１，５３５   １０８，５７６    ２２，９５８ 

 有 価 証 券                ８１９        ９４        ７２４ 

 販 売 用 不 動 産              ６，３４９     ７，６０１    △１，２５２ 

 未 成 工 事 支 出 金            １５９，６０１   １９６，３４６   △３６，７４４ 

 その他たな卸資産              ３，１８４     ３，４６４       △２７９ 

 繰 延 税 金 資 産             １０，６０３     ９，１０２      １，５００ 

 そ の 他   ３５，０５８    ２８，７２１      ６，３３７ 

   貸 倒 引 当 金             △７７５    △１，０７９       ３０４ 

      

［固 定 資 産        ］ ［２０２，６１５］ ［ 35.1］ ［１８０，５３５］ ［ 30.4］ ［  ２２，０７９］

（有 形 固 定 資 産         ） （ ７２，７８２） （ 12.6） （ ７３，９３７） （ 12.5） （  △１，１５４）

 建 物 ・ 構 築 物             ３３，４３９    ３５，２１３     △１，７７３ 

 機械・運搬具・工具・器具備品    ６，８８２     ７，００７       △１２５ 

 土 地             ３２，３４３    ３１，５５１       ７９１ 

 建 設 仮 勘 定                １１７       １６４        △４７ 

（無 形 固 定 資 産         ） （  ５，４２４） （  0.9） （  ５，３９２） （  0.9） （      ３２）

（投資その他の資産） （１２４，４０７） （ 21.5） （１０１，２０５） （ 17.1） （  ２３，２０２）

 投 資 有 価 証 券            １０９，２４２    ８２，７６０     ２６，４８２ 

 長 期 貸 付 金              ４，８８０     ３，１９０      １，６８９ 

 破産債権、更生債権等             １９，４４３    １８，５２３       ９１９ 

 繰 延 税 金 資 産              ２，００４     ５，９５５     △３，９５０ 

 そ の 他    ６，３７３     ７，２３０       △８５７ 

   貸 倒 引 当 金          △１７，５３６   △１６，４５４    △１，０８１ 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 資  産  合  計  ５７７，７８２  100.0  ５９３，１５４  100.0   △１５，３７１ 
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（単位：百万円） 
当連結会計年度 

（平成18年 3月 31日現在） 
前連結会計年度 

（平成17年 3月 31日現在） 増  減         期 別 
 
科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 
【負 債 の 部】 【３８８，６３６】 【 67.3】 【４１９，５８３】 【 70.7】 【  △３０，９４７】 

［流 動 負 債        ］ ［３０７，０３９］ ［ 53.1］ ［３３５，４２３］ ［ 56.5］ ［ △２８，３８３］ 
 工 事 未 払 金 等             ７３，５４１    ７７，７５４     △４，２１３ 
 短 期 借 入 金             ４３，７２６    ４８，９８３     △５，２５７ 
 一年以内償還の社債   １５，５００         －     １５，５００ 
 未 払 金    ３，９５９     ４，０３８        △７８ 
 未 払 法 人 税 等              ５，２９１     ３，１１７     ２，１７３ 
 未 成 工 事 受 入 金            １３３，６３１   １７７，０７４  △４３，４４２ 
 修 繕 引 当 金                ７４５       ７０６         ３９ 
 賞 与 引 当 金   ２，９８５    ２，７１３       ２７１ 
 完成工事補償引当金               ３１２      ３４３       △３１ 
 工 事 損 失 引 当 金   ７，１２４        －     ７，１２４ 
 そ の 他   ２０，２２３    ２０，６９１       △４６８ 
      
［固 定 負 債        ］ ［ ８１，５９６］ ［ 14.1］ ［ ８４，１６０］ ［ 14.2］ ［  △２，５６３］ 
 社        債   ３３，０００    ４８，５００    △１５，５００ 
 長 期 借 入 金             １３，８６６     ４，１８１      ９，６８４ 
 退 職 給 付 引 当 金             ２７，７５０    ２７，４０４        ３４６ 
 役員退職慰労引当金                  －       ５０５       △５０５ 
 繰 延 税 金 負 債    ３，１８５         －      ３，１８５ 
 そ の 他    ３，７９３     ３，５６９  ２２４ 
      
【少数株主持分       】 【  ４，０４７】 【  0.7】 【  ３，０２１】 【  0.5】 【   １，０２５】 

 少 数 株 主 持 分              ４，０４７     ３，０２１      １，０２５ 
      
【資 本 の 部】 【１８５，０９９】 【 32.0】 【１７０，５４８】 【 28.8】 【  １４，５５０】 

［資 本 金        ］ ［ ２３，４５４］ ［  4.1］ ［ ２３，４５４］ ［  4.0］ ［       －］ 
［資 本 剰 余 金］ ［ ３１，６６５］ ［  5.5］ ［ ３１，５７９］ ［  5.3］ ［      ８６］ 
［利 益 剰 余 金］ ［１０６，４７０］ ［ 18.4］ ［１０３，５２９］ ［ 17.5］ ［    ２，９４０］ 
［その他有価証券評価差額金］ ［ ２８，２８０］ ［  4.9］ ［ １６，７９７］ ［  2.8］ ［  １１，４８２］ 
［為替換算調整勘定］ ［    △４６］ ［△0.0］ ［    △５３］ ［△0.0］ ［        ７］ 
［自 己 株 式        ］ ［ △４，７２５］ ［△0.8］ ［ △４，７５９］ ［△0.8］ ［      ３３］ 
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
負債、少数株主持分及び資本合計  ５７７，７８２  100.0  ５９３，１５４  100.0   △１５，３７１ 
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比較連結損益計算書 

（単位：百万円） 
当連結会計年度 前連結会計年度 

(自 平成17年 4月 1 日 

 至 平成18年 3月 31日) 

(自 平成16年 4月 1 日 

 至 平成17年 3月 31日) 

増  減 
            期 別 

 

科 目 
  金  額  ％   金   額  ％   金  額  ％ 

 売 上 高             ４７１，９４５ 100.0  ４６３，７７４ 100.0    ８，１７０ 1.8

  完 成 工 事 高              ４３０，７２３   ４１８，８６５    １１，８５７  

  開 発 事 業 等 売 上 高               ４１，２２２    ４４，９０８  △３，６８６  

 売 上 原 価             ４３４，８０９ 92.1  ４２５，８０４ 91.8    ９，００４ 2.1

  完 成 工 事 原 価              ４００，２２３   ３８５，２０８    １５，０１４  

  開 発 事 業 等 売 上 原 価               ３４，５８６    ４０，５９５  △６，００９  

 売 上 総 利 益                ３７，１３５ 7.9   ３７，９７０ 8.2     △８３４ △2.2

 完 成 工 事 総 利 益               ３０，４９９    ３３，６５７    △３，１５７  

  開発事業等売上総利益                ６，６３６     ４，３１３     ２，３２３  

 販売費及び一般管理費              ２９，２６０ 6.2   ２８，６７２ 6.2      ５８７ 2.1

   営 業 利 益               ７，８７５ 1.7    ９，２９７ 2.0   △１，４２２ △15.3

 営 業 外 収 益               ３，８３２ 0.8    ２，１８４ 0.5    １，６４８ 75.5

 受 取 利 息 配 当 金                １，４２７     １，２９５       １３２  

  持 分 法 投 資 利 益    １，５５８       ２３８     １，３１９  

  そ の 他      ８４６       ６５０        １９６  

 営 業 外 費 用               ２，４６２   0.5    ２，２７７   0.5      １８５ 8.1

  支 払 利 息                １，７４７     １，３５７        ３８９  

  そ の 他      ７１５       ９１９      △２０４  

   経 常 利 益               ９，２４４ 2.0    ９，２０３ 2.0       ４０ 0.4

 特 別 利 益               ４，１１７ 0.9    ５，５８１ 1.2  △１，４６３ △26.2

  固 定 資 産 売 却 益                  ４２７        ５３        ３７３

△
 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２，０９５    ７７０     １，３２５  

   投資有価証券評価損戻入額   ２９３      ０        ２９２  

  厚生年金基金代行部分返上益      ４５２     ４，６６４  △４，２１２  

  持 分 変 動 利 益      ８０８         －    ８０８  

  そ の 他       ４１        ９３       △５１  

特 別 損 失               ６，３１１ 1.3    ９，３６１ 2.0   △３，０５０ △32.6

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                  ２２０        ４０       １７９  

  減 損 損 失      ３２８     ７，９９３    △７，６６４  

  海 外 工 事 復 旧 費 用    ４，２４５         －     ４，２４５  

  そ の 他    １，５１６     １，３２８       １８８  

   税金等調整前当期純利益    ７，０５１ 1.5    ５，４２３ 1.2   １，６２８ 30.0

   法人税、 住民税及び事業税   ４，６０９    ２，７０１     １，９０８  

   法 人 税 等 調 整 額              △２，５２４     １，８３５   △４，３６０  

   少 数 株 主 利 益 

   少 数 株 主 損 失 

     ４１９ 

       － 
 

       －

     ３０７
 

     ４１９

   △３０７
 

   当 期 純 利 益               ４，５４６ 1.0    １，１９３ 0.3   ３，３５２   280.8
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比較連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
         期  別 

 科  目 
(自 平成17年 4月 1 日 

   至 平成18年 3月 31日) 

(自 平成16年 4月 1 日 

 至 平成17年 3月 31日) 

   増   減 

（資本剰余金の部）    

 資本剰余金期首残高 ３１，５７９ ３１，５７９         － 

    

 資 本 剰 余 金 増 加 高     ８６     －        ８６ 

   自己株式処分差益      ８６     －        ８６ 

    

 資本剰余金期末残高       ３１，６６５       ３１，５７９        ８６ 

    

（利益剰余金の部）    

 利益剰余金期首残高      １０３，５２９      １０４，１９６      △６６６ 

    

 利 益 剰 余 金 増 加 高        ４，５４６        １，１９３     ３，３５２ 

   当 期 純 利 益               ４，５４６        １，１９３     ３，３５２ 

    

 利 益 剰 余 金 減 少 高         １，６０６        １，８６０      △２５３ 

   株 主 配 当 金               １，５２５        １，５２６        △０ 

   取 締 役 賞 与 金                             ８０          １０９       △２８ 

   持分法適用会社の子会社

合 併 に よ る 減 少 高
           －          ２２４      △２２４ 

    

 利益剰余金期末残高           １０６，４７０      １０３，５２９     ２，９４０ 
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比較連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度                 期  別 
  科  目 (自 平成17年 4月 1 日 

   至 平成18年 3月 31日) 

(自 平成16年 4月 1 日 

   至 平成17年 3月 31日) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税金等調整前当期純利益・損失(△)      ７，０５１      ５，４２３ 

   減価償却費      ６，９９３      ５，８３７ 

   減損損失        ３２８      ７，９９３ 

   貸倒引当金の増加・減少(△)額        ７７７        ３４０ 

   工事損失引当金の増加・減少(△)額      ７，１２４          － 

   退職給付引当金の増加・減少(△)額       △１５８     △３，６３８ 

   受取利息及び受取配当金     △１，４２７     △１，２９５ 

   支払利息      １，７４７      １，３５７ 

   為替差損・益(△)        ３４１        ２０１ 

   有価証券・投資有価証券売却損・益(△)     △２，０６０       △７７０ 

   有価証券・投資有価証券評価損・戻入額(△)        △７３         ４０ 

   売上債権の減少・増加(△)額    △２２，９５８      ５，２９０ 

   未成工事支出金の減少・増加(△)額     ３６，７４４     ２０，９５４ 

   たな卸資産の減少・増加(△)額      １，５３２      ２，７５７ 

   仕入債務の増加・減少(△)額     △４，２１３       △３０７ 

   未成工事受入金の増加・減少(△)額    △４３，４４２     △８，０２８ 

   その他     △６，９０４     △３，２５３ 

   小 計    △１８，５９７     ３２，９０４ 

   利息及び配当金の受取額      １，５９２      １，４４４ 

   利息の支払額     △１，７２９     △１，３４７ 

   法人税等の支払額     △２，４３５     △１，９５７ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー    △２１，１７０     ３１，０４３  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   有価証券の売却による収入         ７５         ２５ 

   有形・無形固定資産の取得による支出     △６，３１１     △５，８０３ 

   有形・無形固定資産の売却による収入        ４２８        ３１２ 

   投資有価証券の取得による支出     △６，２２６     △２，８８０ 

   投資有価証券の売却による収入      ３，１０１      ２，１３２ 

   貸付けによる支出     △４，８７８     △１，８７７ 

   貸付金の回収による収入      １，１４５      １，２２０ 

   その他        ３８７        ４７８ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー    △１２，２７８     △６，３９２ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
   短期借入金の純増加・減少(△)額        △５０     △８，５１１ 
   長期借入れによる収入     １２，７００          － 
   長期借入金の返済による支出     △９，６９１     △２，２６１ 
   社債の発行による収入          －     １５，０００ 
   配当金の支払額     △１，５２５     △１，５２６ 
   自己株式の売却による収入        ２０３          － 
   自己株式の取得による支出        △１２         △８ 
   少数株主への配当金の支払額         △５         △５ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー      １，６１７      ２，６８６ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額        １３６        △３５ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額    △３１，６９４     ２７，３０１ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高     ５９，５１５     ３２，２１３ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高     ２７，８２１     ５９，５１５ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
  連結子会社数６社 
   （株）前田製作所、光が丘興産（株）、フジミ工研（株）、フジミビルサービス（株）、正友地所（株）、 
   （株）ミヤマ工業 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法適用会社数 8社 
 非連結子会社 ＭＫＫテクノロジーズインコーポレイテッド他 4社 
 関 連 会 社       前田道路（株）、東洋建設（株）他１社 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社の事業年度は連結財務諸表提出会社と同一である。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
その他有価証券         
 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却 
        原価は移動平均法により算定している。） 

 時価のないもの  移動平均法による原価法 
但し、一部の連結子会社は、その他有価証券の時価のあるものについて、評価差額を全部資本直入法により 
処理している。 

  ②デリバティブ    時価法 
  ③たな卸資産 
   未成工事支出金          個別法による原価法 
   販 売 用 不 動 産          個別法による低価法 
   その他たな卸資産  移動平均法による原価法 
   但し、一部の連結子会社は、販売用不動産及びその他たな卸資産について、個別法による原価法によって 
   いる。 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 
   定率法によっている。但し、平成10年４月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定 
額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって 
いる。また、一部の連結子会社では、一部資産を生産高比例法によっている。 

（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

  ②賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を引当て計 

上している。 

  ③工事損失引当金 

  当連結会計期間より、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計期間末手持工事のうち損失の 

 発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を引当て計上 

 している。 

④退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

   当連結会計年度において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法 

により按分した額を、費用の減額処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 

年～15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして 

いる。 
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 ⑤役員退職慰労引当金 
    当社及び連結子会社は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく連結 

会計期間末要支給額の全額を引当て計上していたが、平成17年 6月 29日開催の定時株主総会において、 
同日をもって役員退職慰労金制度を廃止するとともに、内規に基づく同日までの在任期間に応じた役員退 
職慰労金を、役員の退任時に支給することを決議した。 
 これに伴い、従来計上していた「役員退職慰労引当金」の全額466百万円を取崩し、同額を固定負債の 
その他に振替え計上している。 

（４）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常 
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（５）ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理に 
よっている。 

（６）完成工事高の計上は、請負金額1億円以上かつ工期1年超の工事については工事進行基準を適用し、その他 

の工事については工事完成基準を適用している。 

（会計処理の変更） 

 従来、完成工事高の計上は、長期大型工事「工期が2年以上、かつ請負金額50億円以上」については工事 

進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用していたが、平成17年 4月 1日以降に着手 

した工事より、「請負金額1億円以上かつ工期1年超の工事」については工事進行基準を適用し、その他の工事 

については工事完成基準を適用することに変更している。この変更は、国際的な会計基準と四半期開示等の適 

時開示制度に対応するため、工事施工実績をより適時に経営成績に反映することを目的として行ったものであ 

る。 

 この結果、従来の基準によった場合と比較して、完成工事高が31,421百万円増加し、完成工事総利益、営業 

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ786百万円増加している。 

（７）消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっている。 
６．連結調整勘定の償却の方法及び期間 
金額に重要性がある場合には、５年間の均等償却とし、重要性が乏しい場合には、当連結会計年度の費用とし 
て一括償却している。 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成している。 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金、要求払預金及び取得日から満 
期日までの期間が３カ月以内の定期預金及び譲渡性預金からなっている。 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係） 

                           当連結会計年度末    前連結会計年度末 

１． 有形固定資産の減価償却累計額          ７７，１３０百万円   ７４，５８６百万円 

２．投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社に対する株式 

                          ２９，８２１百万円   ２６，０３２百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産             １３，０９２百万円   １２，５８３百万円 

 担保が付されている債務            １５，９５４百万円   ２１，０６０百万円 

 

４．保証債務額 

 借入金に対する保証債務             ３，６８２百万円    ３，９２８百万円 

   マンション売買契約手付金の返済保証債務     １，３７８百万円    ４，８１０百万円 

   工事に対する入札・履行保証債務           ８７３百万円    １，０５４百万円 

   その他の保証債務                   ９７百万円      １７２百万円 

・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（613百万円）に関しては、住宅資金貸付 
 保険が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

５．受取手形裏書譲渡高                １１，９２３百万円   １３，３５４百万円 

    受取手形流動化による譲渡高            ４，１６３百万円    ４，７４１百万円 
 
（連結損益計算書関係） 
                           当連結会計年度     前連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
   従業員給料手当                １１，６０６百万円   １１，３９８百万円 
   退職給付費用                  １，６６２百万円    ２，１１０百万円 
   賞与引当金繰入額                １，６２５百万円    １，３８５百万円 
   貸倒引当金繰入額                    －百万円      ５５９百万円 
２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  １，５６９百万円    １，４９８百万円 
３．工事進行基準による完成工事高           ８５，０１９百万円   ３８，０７６百万円 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                            当連結会計年度     前連結会計年度 
  現金及び預金勘定                ２８，７９０百万円   ５９，７８９百万円 
  預入期間が３カ月を超える定期預金          △９６９百万円     △２７４百万円 
  現金及び現金同等物               ２７，８２１百万円   ５９，５１５百万円 
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セグメント情報 

１． 事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）             （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高      

（１） 外部顧客に対する売上高 ４３０，７２３ ４１，２２２ ４７１，９４５      － ４７１，９４５

（２） セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  １，２８０ ７，６１８   ８，８９８ ( ８，８９８)       －

      計 ４３２，００３ ４８，８４１ ４８０，８４４ ( ８，８９８) ４７１，９４５

  営 業費用      ４２４，２５３ ４７，８４４ ４７２，０９８ ( ８，０２７) ４６４，０７０

  営 業利益        ７，７４９    ９９６ ８，７４６ (   ８７１)   ７，８７５

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失      

  及び資本的支出      

  資   産 ４７５，８５４ ７３，４４５ ５４９，２９９ ２８，４８２ ５７７，７８２

  減価償却費   ３，６２９  ３，３５８   ６，９８８        ４ ６，９９３

  減損損失       －    ３２８     ３２８       －       ３２８

  資本的支出   ４，５３４  １，８８６   ６，４２０ (    ４７)   ６，３７２

 

前連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）             （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ４１８，８６５ ４４，９０８ ４６３，７７４      － ４６３，７７４

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  ２，８４２ ９，３００  １２，１４３ (１２，１４３)       －

      計 ４２１，７０８ ５４，２０９ ４７５，９１８ (１２，１４３) ４６３，７７４

  営 業費用      ４１２，４７１ ５３，９４９ ４６６，４２１ (１１，９４３) ４５４，４７７

  営 業利益        ９，２３７    ２５９ ９，４９６ (   １９９)   ９，２９７

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失 

及び資本的支出 
     

  資   産 ４６２，４４２ ７６，３６８ ５３８，８１０ ５４，３４３ ５９３，１５４

  減価償却費   ３，０５５  ２，８０８   ５，８６３ (       ２５) ５，８３７

  減損損失     ３９６  ７，９５５   ８，３５１ (     ３５８)     ７，９９３

  資本的支出   ４，６１１  １，３０２   ５，９１３ (    ３７)   ５，８７６

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

     建 設 事 業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     その他の事業：建設機械及びコンクリート二次製品の製造、販売に関する事業 

            不動産の販売及び賃貸に関する事業 

            サービス事業他 

    

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計 

 額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略して 

いる。 

 
３．海外売上高 
  当連結会計年度及び前連結会計年度は、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を 
 省略している。 
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リース取引関係 

 ＥＤＩＮＥＴで開示しているため記載を省略している。 
 

関連当事者との取引  

 当連結会計年度（平成 1７年 4月 1日～平成 1８年 3月 31日） 
役員及び個人主要株主等                              （単位:百万円） 

関係内容 

属性 氏名 
住

所 

資本金又

は出資金 

事業の内容又は

職業 

議決権等の所

有(被所有)割

合(%) 

役員

の兼

任等

事業

上の

関係

取引の内容 取引金額
科

目

期末

残高

取締役 
前田又兵衞

※1 
－ － － 

(被所有)直接 

0.2 
－ － 

設計業務の

請負 
－ － － 

取締役 前田操治 － － － 
(被所有)直接 

0.0 
－ － 工事の請負 ２ － － 

監査役 桑田勝利 － － 弁護士 
(被所有)直接 

0.0 
－ － 弁護士報酬 ０ － － 

（注）※1.前田又兵衞との取引は、設計業務の請負2百万円であり、平成18年 5月 31日完了予定である。 

 

前連結会計年度（平成 1６年 4月 1日～平成 1７年 3月 31日） 
役員及び個人主要株主等                              （単位:百万円） 

関係内容 

属性 氏名 
住

所 

資本金又

は出資金 

事業の内容又は

職業 

議決権等の所

有(被所有)割

合(%) 

役員

の兼

任等

事業

上の

関係

取引の内容 取引金額
科

目

期末

残高

監査役 桑田勝利 － － 弁護士 
(被所有)直接 

0.0 
－ － 弁護士報酬 ２ － － 
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有価証券関係 

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在）               （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１） 時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの           －           －           － 

   小   計           －           －           － 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの           －           －           － 

   小   計           －           －           － 
   合   計           －           －           － 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在）                 （単位：百万円） 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１） 連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式      ２４，６１８      ７２，５２１      ４７，９０３ 
   債   券    
    そ の 他           －           －           － 
   そ の 他         ３４４         ３８９          ４５ 
   小   計      ２４，９６２      ７２，９１１      ４７，９４８ 
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの    

   株   式         ６２６         ５１５        △１１１ 
   債   券    
    国債・地方債等         ２０１         １９８          △３ 
   そ の 他         ６６９         ６４４         △２５ 
   小   計       １，４９７       １，３５８        △１３９ 
   合   計      ２６，４６０      ７４，２６９      ４７，８０８ 
（注）その他有価証券で時価のある株式について２２０百万円減損処理を行っている。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
                                     （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
３，０５２   ２，０９５     △３４ 

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日現在） 
(１) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                       ５００百万円 

        非上場内国債券                       ４２４百万円 
   (２) その他有価証券 
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ５，０４６百万円 
（注）その他有価証券で時価のない株式について１８百万円減損処理を行っている。 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１８年３月３１日現在） 
                                           （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等        －      １９８        －        － 
   そ の 他      ８１９       ８０        －        － 
（２）そ の 他        －      ５０７      １３７      ３８９ 
   合  計      ８１９      ７８５      １３７      ３８９ 
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前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在）               （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１）時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの         －         －         － 

   小   計         －         －         － 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの        １４        １４        △０ 

小   計        １４        １４        △０ 
   合   計        １４        １４        △０   

２． その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在）                 （単位：百万円） 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式    ２０，１１４    ４８，４４４    ２８，３３０ 
   債   券    
    そ の 他        ６２        ７４        １２ 
   そ の 他        ４６        ５５         ８ 
   小   計    ２０，２２３    ４８，５７４    ２８，３５１ 
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式     ２，３９７     ２，０５４      △３４３ 
   債   券    
    国債・地方債等       ２０１       ２００        △１ 
   そ の 他       ７１２       ６６４       △４７ 
   小   計     ３，３１１     ２，９１９      △３９２ 
   合   計    ２３，５３４    ５１，４９４    ２７，９５９ 
（注）その他有価証券で時価のある株式について６百万円減損処理を行っている。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
                                     （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
２，０８４     ７７０       － 

４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日現在） 
（１）満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                       ５００百万円 

         非上場内国債券                       ４１７百万円 
（２）その他有価証券 

         非上場株式（店頭売買株式を除く）   ４，３９５百万円 
（注）その他有価証券で時価のない株式について３４百万円減損処理を行っている。 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１７年３月３１日現在） 
                                           （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等      １５     ２００       －      － 
   そ の 他      ７９     ３７７     ５２０      － 
（２）そ の 他       ２     ５５５      １２    １５０ 
   合  計      ９７   １，１３３     ５３２    １５０ 
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税効果会計関係 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
当連結会計年度      前連結会計年度 

                        （平成18年 3月 31日）  （平成17年 3月 31日） 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額      １１，４６４百万円     １０，６５３百万円 

    貸倒引当金損金算入限度超過額         ４，９４８         ４，４３２ 
    減損損失                   ３，５９２         ３，８７９ 
    工事損失引当金                ２，９２５             － 

 固定資産等未実現利益             ２，９２３         ２，８９０ 
たな卸資産等有税評価減            ２，８７４         ２，９３３ 
 繰越欠損金                    ２４０           ７７１ 

    その他                    ６，０５０         ７，３６０ 
   繰延税金資産小計               ３５，０１９        ３２，９２１ 
   評価性引当額                 △３，８６８        △４，１８８ 
   繰延税金資産合計               ３１，１５１        ２８，７３３ 
   繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金         △１９，５０９       △１１，５３６ 
    固定資産圧縮積立金             △１，８４４        △１，９７４ 
    その他                     △３７４          △３５２ 
   繰延税金負債合計              △２１，７２８       △１３，８６２ 
   繰延税金資産の純額               ９，４２２        １４，８７０ 
                                    （注）繰延税金資産の純額のうち、 
                                      △１８７百万円は連結貸借 
                                      対照表の固定負債の「その 
                                      他」に含まれている。 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

 

                             当連結会計年度        前連結会計年度 

   法定実効税率                 ４０．７％            ４０．７％ 

   （調整）                    

    永久に損金に算入されない項目        １０．４            １７．３ 

    永久に益金に算入されない項目        △２．４             △２．８ 

    住民税均等割等                ４．２              ５．０ 

    情報通信機器等の法人税特別控除       △７．７                   － 
    評価性引当額による影響等         △１５．６             ２３．４ 
    税効果会計適用後の法人税等の負担率        ２９．６             ８３．６          
 
 
 
 
 
 
 

 

 



                                              前田建設（連結） 

 ２０

 
 

デリバティブ取引関係 
  ＥＤＩＮＥＴで開示しているため記載を省略している。 
 

退職給付関係 

１． 採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。ま 
た、一部の連結子会社が加入する厚生年金基金は総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金 
資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として計上して 
いる。 

 
２． 退職給付債務に関する事項（平成１８年３月３１日現在） 

イ．退職給付債務                  △６８，６３９百万円 

 ロ．年金資産                     ３０，４２１ 

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）          △３８，２１８ 

  ニ．未認識数理計算上の差異              １８，４２６ 

 ホ．未認識過去勤務債務                △７，９５９ 
  へ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）           △２７，７５０ 

  

３． 退職給付費用に関する事項（自 平成１７年４月１日   至 平成１８年３月３１日） 

イ．勤務費用（注）                   ２，２５０百万円 

  ロ．利息費用                      １，７６６ 

  ハ．期待運用収益                     △９２８ 

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額            １，８６０ 
  ホ．過去勤務債務の費用の減額処理額            △６７０ 
 ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）         ４，２７９ 

 
４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
イ．退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準 

  ロ．割引率                 ２．０％ 
  ハ．期待運用収益率             ２．０％ 
  ニ．過去勤務債務の処理年数         １５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                        年数による定額法により処理することとしている。） 
  ホ．数理計算上の差異の処理年数       １０年～１５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 
                        の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償 
                        却することとしている。） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                              前田建設（連結） 

 ２１

 

 

 

１株当たり情報 

 当連結会計年度 

（自 平成17年 4月 1日 

至 平成18年 3月 31日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年 4月 1日 

至 平成17年 3月 31日） 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

１，０９１．１１円 

     ２６．４０円 

当連結会計年度は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

 

１，００６．０３円 

      ６．５７円 

当連結会計年度は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 当連結会計年度 

（自 平成17年 4月 1日 

 至 平成18年3月31日）

前連結会計年度 

（自 平成16年 4月 1日 

至 平成17年3月31日）

当期純利益（百万円）      ４，５４６      １，１９３ 

普通株式に帰属しない金額（百万円）         ７３         ７９ 

（うち利益処分による取締役賞与金）        （７３）        （７９） 

普通株式に係る当期純利益（百万円）      ４，４７３      １，１１４ 

普通株式の期中平均株式数（千株）    １６９，４２２    １６９，５８０ 

 

生産、受注及び販売の状況 
 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産を定義 
することが困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため、生産実績及び販売実績を正確に示すこ  
とは困難であります。 
 また、当社グループの建設事業以外での生産及び受注は僅少であるため、当社単体での「建築・土木別 受注、  
完成、手持工事高」を個別財務諸表の概要の添付資料として開示しております。なお、生産、受注及び販売の状  
況については、記載可能な項目を「経営成績及び財政状態」における事業の種類別セグメントの業績に関連付けて

記載しております。 
 
 


